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－ １ － 

 
平成２２年度予算概算要求の概要 

 
 

 

第１ 一般会計 
（２１年度予算額は当初予算額） 

 
 平成２２年度概算要求・要望額 18 兆 7,337 億円 

 
平成２１年度予算額 17 兆 7,359 億円 
 
  比較増減額                      9,978億円 

 

 

  ○組織別予算額              （単位：億円） 
 

組   織 

 

平成２２年度 
要  求  額  
      Ａ 

平成２１年度 
予  算  額  
      Ｂ 

比較増減額 

（Ａ－Ｂ） 

     Ｃ 

増減率 
（Ｃ／Ｂ） 

％ 

総 務 本 省 186,841 176,892 9,948 5.6 

管 区 行 政 評 価 局 201 186 14 7.6 

総 合 通 信 局 144 143 0 0.3 

公害等調整委員会 6 6 0 4.8 

消 防 庁 146 132 14 10.9 

総 務 省 所 管 合 計 187,337 177,359 9,978 5.6 
地方交付税等財源繰

入れ 175,428 165,733 9,695 5.8 

一 般 歳 出 11,909 11,626 283 2.4 

 ①恩 給 費 7,013 7,470 △458 △6.1 

 ②その他の経費 4,897 4,156 741 17.8 
 
注１：一般歳出は、地方交付税等財源繰入れ（地方交付税財源及び地方特例交付金財源の

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入れに必要な経費）を除いたもの。 
 ２：計数はそれぞれ四捨五入しているので、合計が一致しない場合がある。 
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第２ 交付税及び譲与税配付金特別会計 
 

１ 交付税及び譲与税配付金勘定 

（単位：億円） 

区

分 

 

項        目 

平成２２年度 

概 算 要 求 額       

Ａ 

平成２１年度 

予   算   額 

Ｂ 

比較増減額 

（Ａ－Ｂ） 

Ｃ 

増 減 率 

Ｃ／Ｂ   

(％) 

 

備   考 

 

 

地 

 

方 

 

交 

 

付 

 

税 

一般会計からの繰入れ 172,648 161,113    11,535 7.2     入口ベース 

うち法定率分 

  「１兆円」の別枠加算 

  法定加算分 

  臨時財政対策加算分 

借 入 金 償 還 

借 入 金 等 利 子 

剰 余 金 の 活 用 

返   還   金 

110,790 

10,000 

7,561 

44,297 

△ 7,812 

△ 5,974              

0 

         2 

118,329 

10,000 

7,231 

25,553 

   0 

△ 5,711   

2,800 

1 

△ 7,539 

0 

330 

18,744 

 △ 7,812 

△  263 

△ 2,800 

     1 

△  6.4 

0.0 

4.6 

73.4 

    皆増 

4.6 

皆減  

245.2 

 

 

計 158,864 158,202      661  0.4 出口ベース 
 
 
 

地 
 

方 
 

特 
 

例 
 

交 
 

付 
 

金 
 

 

一般会計からの繰入れ 

 

 うち児童手当特例交付金 

    減収補てん特例交付金 

特別交付金      

 

 

2,780 

 

1,162 

1,618 

0 

 

 

4,620 

 

1,162 

1,458 

2,000 

      

△ 1,840 

 

0 

 160 

△ 2,000 

 

   

△ 39.8 

   

0.0 

11.0 

皆減 

 

 
地
方
譲
与
税 

 

地方譲与税譲与金 

 

23,828 

 

14,618 

 

 9,210 

 

63.0 

 

 

                                      表示単位未満を四捨五入しており、積み上げと一致しない場合がある。 

（注）【地方交付税】 
１ この概算要求は、国の概算要求基準、「経済財政改革の基本方針 2009」等を前提とした仮

置きの計数である。この場合、地方財政対策等は平成１９年度から平成２１年度までに講じ

ていた方式と同様の方式と仮定して積算しており、臨時財政対策加算は「平成２２年度地方

財政収支の８月仮試算【概算要求時】」（参考）の財源不足額を基礎にして求めた額を計上し

ている。なお、平成２２年度においても地方交付税法附則第４条第１項本文に基づく加算（１

兆円）を計上している。今後、経済情勢の推移、税制改正の内容、国の予算編成の動向等を

踏まえ、地方財政収支の状況等について検討を加えるとともに、地方交付税法第６条の３第

２項の規定に基づく所要の措置を講ずることとし、要求内容の修正を行う。 
２ 国税及び地方税の税収見積り等については、名目経済成長率、弾性値等について一定の前

提を置き、機械的に積算している。 
３  平成２０年度の国税決算に伴う地方交付税の精算（△6,596 億円）については、平成２１

年度地方財政対策における平成１９年度の国税決算に伴う地方交付税の精算の取扱いと同様

に、平成２３年度以降において行うこととしている。 
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４  覚書に基づいて一般会計から加算することとされている額については、平成２１年度と同

様、法定化した上で後年度に加算することを前提としているが、今後の地方財政の状況に応

じて要求を行う場合がある。 
５ 地方交付税を国税収納金整理資金から、直接、交付税及び譲与税配付金特別会計に繰り入

れる措置について、今後、検討を行い、必要な場合には、法改正及び概算要求の修正を行う。 
 

【地方特例交付金】 

   この概算要求は、仮置きの計数であり、児童手当特例交付金については平成２１年度と同

額を仮に計上するとともに、減収補てん特例交付金については、平成２２年度所要見込額を

仮に計上している。今後、経済情勢の推移、税制改正の内容、国の予算編成の動向等を踏ま

え、要求内容の修正を行う。 
 

 

２ 交通安全対策特別交付金勘定 

（単位：億円） 

項  目 

平成２２年度 

概 算 要 求 額       

Ａ 

平成２１年度 

予   算   額 

Ｂ 

比較増減額 

（Ａ－Ｂ） 

Ｃ 

増 減 率 

Ｃ／Ｂ     

(％) 

 

備 考 

交通安全対策特別交付金  758      784     △26 △3.3  
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第３ 主要事項 

•地上デジタル放送への円滑な移行 ー

•国民が便利さを実感できるＩＣＴ利活用の促進 ２４９億円

•日本経済を支えるＩＣＴ産業の成長促進 １６１億円

•誰もがＩＣＴを利用できる基盤の整備 ８３億円

•ＩＣＴ産業の国際競争力の強化 １５０億円

Ⅰ．ＩＣＴによる底力発揮

•地方分権改革の着実な推進 ８０億円

•地方公共団体における経済対策への支援及び安定的な財政運営の確保 １７５，４２８億円

•「定住自立圏構想」の推進 ５１億円

•人材力の活性化・交流・ネットワークによる地域力の創造 ２億円

•新たな過疎対策の推進など安心して暮らせる地域づくり ７億円

Ⅱ．地域の活力発揮

•地域における総合的な防災力の強化 ３６億円

•消防防災体制の充実 ７３億円

•救急救命体制の充実 ７億円

•身近な生活における安心・安全の確保 ９億円

Ⅲ．国民の安全を支える消防防災行政の推進

•行政組織等の減量・効率化や見直しの推進 ２億円

•行政制度・運営の改善及び行政の透明性の向上 １３億円

•公務員制度改革の着実な推進 ２億円

•電子政府・電子自治体の推進 ８６億円

Ⅳ．行政改革の着実な推進

•国民生活を支える郵政行政の推進 ６億円

•受給者の生活を支える恩給の支給 ７，０１３億円

•公的統計の体系的な整備・提供 ８９０億円

•年金記録への信頼回復 ー

Ⅴ．経済基盤と安心な生活の環境整備

•参議院議員通常選挙等関係費 ６０５憶円

•政党交付金 ３１９億円

•基地交付金及び調整交付金 ３３５億円

•国民投票制度準備等関係経費 ２６億円

Ⅵ．その他
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                                       （単位：億円） 

                             22年度要求額（21年度当初予算額） 

 

Ⅰ ＩＣＴによる底力発揮 
 

(1)  地上デジタル放送への円滑な移行  

                                     電波利用料財源   －  (151.8) 
 

（ｱ）国民への説明・相談体制等の強化 

                                         電波利用料財源   － (5.3) 

・テレビ受信者支援センター（デジサポ）を活用した地上デジ

タル放送への移行に関する国民への丁寧できめ細やかな説

明・働きかけ等を実施 

 

（ｲ）円滑な移行が困難な方への支援 

                                         電波利用料財源   － (72.1) 

・経済的に困窮度の高い世帯に対して受信機器購入等を支援す

るとともに、高齢者・障害者等に対し、受信説明会の開催、

戸別訪問等の支援を推進 

 

（ｳ）送受信環境の整備等 

                                         電波利用料財源   － (74.5) 

・デジタル中継局、辺地共聴施設、受信障害対策共聴施設、集

合住宅共聴施設の改修の促進等、デジアナ変換の導入による

円滑な受信環境整備の推進、新たな難視地区における受信側

対策の支援、残される難視聴地域に対し暫定的な衛星利用に

よる対策等を実施 

 

(2)  国民が便利さを実感できるＩＣＴ利活用の促進 249.1（142.2） 
 

（ｱ）電子政府・電子自治体の推進 86.0（36.3） 
  

・中央省庁・地方公共団体の情報システムの効率化等を図る「霞

が関クラウド」・「自治体クラウド」の推進、「国民電子私書

箱（仮称）構想」の実現に向けたシステム構築の支援等によ

る電子政府・電子自治体の推進 

 

（ｲ）ＩＣＴを活用した安全・安心な街づくりの推進 121.5（80.2） 

 

・ＩＣＴを活用して、広域連携により安全・安心な街づくりに

取り組む地域の支援 

 

・携帯電話の利活用により、地域の高齢者や子どもの安心（医

療・介護・健康・安全）をサポートするサービス等を行う「ふ

（注１） 

（注１） 

（注１） 

（注１） 
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るさとケータイ事業」（地域を支援する仮想移動体通信事業

者）の創出を推進 

 

・地域の安全・安心分野のＩＣＴ利活用の実現や定住自立圏の

取組に資する超高速ブロードバンド網の整備を支援 

 

（ｳ）ＩＣＴを活用した地域再生の推進（一部再掲） 

 41.6（25.7） 
・ＩＣＴを活用して地域経済の再生・活性化に貢献するモデル事

業（ユビキタス特区事業）を推進 

 

・地域の中小企業・自治体・教育機関などにおける業務効率化・

生産性向上に資するＡＳＰ・ＳａａＳ（情報通信システムの有

する機能を、ネットワークを通じて提供するサービス、あるい

は、そうしたサービスを提供するビジネスモデル）の普及促進

に向けた実証実験等の実施 

 

・医療の安全性向上や業務の効率化を図るため、医療現場におけ

る電子タグ等のユビキタスネット技術の活用を推進するとと

もに、健康情報を活用することにより医療機関間の継続性ある

医療の提供や個人の日常的な健康増進対策等に資するための

健康情報活用基盤の構築を促進 

      

・多様な人材の柔軟な働き方を可能とするテレワークの普及促進

のため、安全・安心、容易に利用できるテレワークシステムの

実証実験等を実施 

  

(3) 日本経済を支えるＩＣＴ産業の成長促進 

                                     一 般 財 源  160.7( 90.2) 

                                     電波利用料財源   － (159.9) 
 

（ｱ）世界をリードする研究開発の推進    

                                         一 般 財 源  149.3(85.2) 

                                         電波利用料財源    － (79.9) 

    

・人に優しい通信技術、新世代ネットワーク、クラウド基盤技

術、安全・安心に関する技術等の重点研究を推進するととも

に、次世代無線通信技術の研究開発の加速化等、我が国が強

みを持つ技術分野の研究開発を実施 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） 
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（ｲ）「電波新産業創出戦略」の推進（一部再掲） 

                                         一 般 財 源  3.0(0.0) 

                                         電波利用料財源   － (79.9) 

  

・「ぶつからない車」（次世代ＩＴＳ）、「コードの要らない快適

生活環境」（家庭内ワイヤレス・スーパーブロードバンド）等

を実現するための次世代無線通信技術の研究開発を実施 

 

（ｳ）新たなコンテンツ市場の創出 8.4(5.0) 

・コンテンツ配信プラットフォームの整備によるコンテンツ流

通経路の多様化を促進するとともに、コンテンツ取引市場の

形成に関する実証実験を実施し、コンテンツ製作力の強化、

流通環境の整備等を通じたコンテンツ産業の市場拡大を推

進 

 

(4)  誰もがＩＣＴを利用できる基盤の整備  

                                     一 般 財 源  83.2(54.3) 

                                     電波利用料財源   － (117.8) 
 

 

（ｱ）地域における情報通信基盤の整備  

                                         一 般 財 源  26.6(22.4) 

                                         電波利用料財源   － (117.8) 
 

・携帯電話等のエリア整備や地域公共ネットワークの整備に対する 

支援等により、地域における情報通信基盤の整備を促進 

 
（ｲ）安心ネットづくりの促進                                          15.0（9.0） 

    ・モバイル専用サイトに対する技術的対策や違法・有害情報対

策相談窓口の強化、違法･有害情報対策に資する検出技術開

発、迷惑メール対策に関する体制の整備、情報を正しく読み

解き、利活用するための能力等（メディアリテラシー）の向

上など誰もが安全に安心してインターネットを利用できる

環境を整備 

 
（ｳ）情報セキュリティ対策の強化（一部再掲）     23.7（9.8） 

・情報セキュリティ上の課題に対応するための技術開発や実証

環境の整備、情報セキュリティ人材の育成、個人の情報セキ

ュリティ水準向上に向けた取組の推進、情報セキュリティ分

野の事業者間・国際間の連携等を推進 

 
（ｴ）ＩＣＴ社会を先導する人材の育成（一部再掲） 10.5（8.0） 

・最先端の遠隔教育システムの実用化を促進するとともに、高

度ＩＣＴ人材育成事業者等に対する支援等を実施 

（注１） 

（注１） 

（注１） 

（注１） 
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・インターネットのＩＰｖ６対応を迅速かつ円滑に行うため、

ネットワーク運用者等によるＩＰｖ６対応技術習得を可能

とする実験用ネットワークシステム（テストベッド）を整備 

 

(ｵ) 高齢者等が利用しやすいＩＣＴ環境の整備                         7.4（5.0） 

・高齢者や障害者等がＩＣＴをより簡単に利用できるよう、字 

幕番組・解説番組等の制作促進、身体障害者向けサービス提 

供・開発の推進等により、情報バリアフリー環境を整備 

 

 

(5)  ＩＣＴ産業の国際競争力の強化     150.3(71.5) 

（ｱ）ＩＣＴ産業の国際展開の推進 134.9(65.9) 

① ＩＣＴ産業の国際展開の加速化（一部再掲）   74.0(59.1) 

・重点領域について対象国のニーズに対応しつつグローバル展

開を図る「ユビキタス・アライアンス・プロジェクト」や、

国際展開を視野に入れた新事業の組成を促す「ＩＣＴ先進実

証実験事業」等を推進 

 

② 重点研究開発課題の国際連携・国際展開の推進（一部再掲）   58.9(5.5) 

・我が国が強みを持つ技術を他国に先駆けて市場投入を図るた

めの「国際展開加速技術開発プログラム」を推進 

 

・我が国の「尖った」技術の国際展開を視野に入れた研究開発

段階からの国際連携を進める「国際連携促進研究開発プログ

ラム」を推進 

 

・低炭素社会の実現に向けたＩＴＳ情報通信システムの調査・

実証、ネットワーク全体の省電力化を実現する技術等の研究

開発等の推進、ＩＣＴの活用による CO2 排出削減の効果の評

価手法等の国際標準化等に向けた実証実験を実施 

 

③ 戦略的な標準化活動の推進 2.0(1.4) 

・グローバルな市場や技術の状況を踏まえつつ、情報通信技術

の便益を利用者に還元する観点から、戦略的に国際標準化等

を推進 

 

（ｲ）ＩＣＴによる地球環境問題の解決（一部再掲）   15.4(5.6) 

・環境問題への貢献に向けて、ＩＣＴ利活用による環境負荷低

減効果の評価手法等の国際標準化、ＩＣＴ産業自体のグリー

ン化を促進 

 

・低炭素社会の実現に向けたＩＴＳ情報通信システムの調査・

実証、ネットワークの効率的利用の実証を推進 

 
（※）独立行政法人情報通信研究機構の運営費交付金により実施する予定のものを含み、計数は予定額。 
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Ⅱ 地域の活力発揮 
 

(1)  地方分権改革の着実な推進                         79.8(  56.9) 

 

（ｱ）市町村合併体制整備費補助  77.7(   55.5) 

・合併市町村が市町村建設計画に基づいて行う事業に対する補助 

 

（ｲ）地方分権振興交付金の拡充  2.1(    1.4) 

・地方自治法施行６０周年記念貨幣を発行した各都道府県が行

う地方分権振興、地域活性化の取組を一層支援するため、地

方分権振興交付金を拡充 

 

(2)  地方公共団体における経済対策への支援及び安定的な 

財政運営の確保                    175,428(165,733) 

 

（ｱ）地方交付税財源繰入   172,648(161,113) 

・「特別会計に関する法律」に基づく地方交付税財源の交付税

及び譲与税配付金特別会計への繰入れ 

 

（ｲ）地方特例交付金財源繰入  2,780( 4,620) 

・「特別会計に関する法律」に基づく地方特例交付金財源の交

付税及び譲与税配付金特別会計への繰入れ 

 

(3)  「定住自立圏構想」の推進    51.0(  79.4) 

・先行実施団体等の取組事例について、有識者等によるアドバ

イザリーボードにおいて分析を行うとともに、他市町村の参

考となる情報を積極的に発信するなど、全国の市町村の自主

的な取組を支援 

 

・定住自立圏の取組を推進するためのＩＣＴ基盤及びこれを活

用した遠隔医療等ＩＣＴシステムの構築等に不可欠な装置等

の整備を支援 
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(4)  人材力の活性化・交流・ネットワークによる地域力の創造  2.2( 1.7) 

・あらゆる世代、あらゆる職種、あらゆる団体・グループを対

象とした地域力創造のための「人材力活性化プログラム」を

策定し、ＮＰＯ、大学、企業、地域団体等との役割・責任分

担に基づくパートナーシップの下で実施 

 

・「頑張る地方応援プログラム」に基づき、「地域人材ネット」

登録の専門家の派遣や総務省職員の出向を行うなど、地方自

治体による地域活性化の取組を支援 

 

・小中学校におけるまちづくり教育や都市の子供が農山漁村等

で宿泊体験活動などを行う、都市と農山漁村の教育交流を支

援するとともに都市から地方への移住・交流を推進 

 

・「地域おこし協力隊」の活動を支援するとともに、移住交流

推進機構との連携により都市から地方への移住・交流を推進 

 

 

 

(5)  新たな過疎対策の推進など安心して暮らせる地域づくり   7.1(  6.3) 

                                        
・過疎地域の厳しい現状を踏まえ、ハード・ソフト両面にわた

って、過疎地域の維持・再生に向けた新たな過疎対策を推進 

 

・集落支援員の活動の促進などにより、厳しい環境に置かれた

集落の維持を図り、活力を再生 

 

・地域コミュニティ等と地方自治体が協働する新しい地域経営

に向け、モデル構築のための事業を実施するとともに、顕著

な功績のあったコミュニティ活動を顕彰 

 

・地方自治体による外国人住民に対する支援等を促進し、地域

における多文化共生施策を推進 

 

・外国人住民を住民基本台帳制度の対象に加え、住民行政の基

礎とすることにより、外国人住民の利便の増進及び行政の合

理化を推進 
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Ⅲ 国民の安全を支える消防防災行政の推進 

(1)  地域における総合的な防災力の強化                  36.4 ( 35.6)   

・地域における自助・共助の向上による総合的な防災力の強化

を図るため、地域防災の中核的役割を担う消防団・自主防災

組織を充実強化 

 

・地域における防災の多様な担い手の参加を促し防災力をなお

一層強化するため、児童、生徒をはじめ、地域の様々な住民

を対象とした防災人づくりを充実 

 
・地域における総合的な防災力を一層向上させるため、企業の

地域防災分野におけるさらなる活動の促進 

 

 

(2)  消防防災体制の充実                     72.9(  61.5)   

・複雑多様化する各種災害に適切に対処し国民の安心・安全を

確保するため、消防の広域化をはじめとする消防機関の災害

対応力をさらに強化 

 
・大規模災害発生時に地域を超えて的確かつ迅速に対応するた

め、緊急消防援助隊を充実強化 

 

・都市型災害に備えるため、救助隊員の大規模地震災害におけ

る救助活動能力を向上 

 

・有事や自然災害発生等に関する情報を住民に瞬時に伝達する

ため、全国瞬時警報システム（J－ALERT）の全市区町村での

円滑な運用を実現 

 

 

(3)  救急救命体制の充実                      6.5 (   5.7)   

・円滑な救急搬送・受入体制を構築するため、引き続き消防と

医療の連携を推進 

 
・救急搬送における救命率を向上させるため、救急救命士を含

む救急隊員が行う救急業務を高度化 

 
・救急現場における救命率を向上させるため、一般市民による

応急手当の実施等をなお一層促進 

 

・消防機関における新型インフルエンザ対策を強化 
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(4)  身近な生活における安心・安全の確保               8.5 (  7.5)   

・高齢者や障害者等の防火安全を確保するため、ユニバーサ

ル・デザインの観点等を踏まえた防火対策を推進 

 
・全国における住宅用火災警報器の既存住宅への設置義務化に

備えるため、設置促進のための取組を強化し、住宅火災死者

数を半減 

 
・近年、急速に進展する建築物の大規模化・複合化等の高度利

用を踏まえ、合理的・効果的な防火安全対策を構築 

 
・市民の身近な安全に影響を与える恐れのある製品事故等を未

然に防止するため、事故情報を収集し早期に分析・把握 
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Ⅳ 行政改革の着実な推進 
 

(1)  行政組織等の減量・効率化や見直しの推進            2.1 (  1.7)  

（ｱ）国 0.8(    0.9) 

・国の行政機関等の減量・効率化を推進するための機構・定員

管理及び独立行政法人制度等に関する調査等を実施 

 

（ｲ）地方 1.3(    0.7) 

・各地方公共団体における地方行革の実施状況等について、他

団体と比較可能な形で公表するなど、集中改革プラン等に基

づく自治体改革を踏まえ、引き続き、各地方公共団体の行政

改革の推進のため、情報提供及び助言を実施 

 

・経営感覚をもって地域をマネジメントする地方自治体の人材

育成のため、市町村長を対象とした「地域経営塾」を開催 

 

・発生主義に基づく財務書類の整備促進、及び作成された財務

書類のわかりやすい開示や利活用の推進 

 

 

(2)  行政制度・運営の改善及び行政の透明性の向上  12.8(   8.9) 

・政策評価の推進・充実 

 

・複数府省にまたがる政策について政府全体としての統一性又

は総合性を確保するための評価及び各府省の政策評価の点

検活動の着実な実施 

 

・政策評価・独立行政法人評価委員会の活動の推進 

 

・行政評価・監視の重点的かつ計画的な実施 

 

・行政相談委員に対する支援の強化、行政相談の総合的な受

付・処理の推進等 

 

・国民の行政に対するニーズを的確に把握し、限られた資源で

より効果的に国民にサービスを提供するための「質の改革」

を実現 

 

・行政不服審査制度の見直しなどにより、簡素迅速な手続によ

る国民の権利利益の救済と行政の適正な運営を確保 

 

・国の行政機関等における情報公開法及び個人情報保護法の適

正かつ円滑な運用 
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(3)  公務員制度改革の着実な推進                      2.4(   1.8) 

・能力・実績主義の人事管理の徹底を図るとともに、退職管理

の適正化等を着実に推進、また、国家公務員に対する国民の

信頼を確保するための適切な人事管理を推進 

 

・国家公務員制度改革基本法に規定された基本理念、方針の趣

旨に沿って、公務員制度改革に係る「工程表」（平成 21年２

月３日国家公務員制度改革推進本部決定）を踏まえつつ、国

家公務員制度改革推進本部に連携・協力して国家公務員制度

改革を推進 

 

 (4)  電子政府・電子自治体の推進（再掲）             86.0 ( 36.3)   

 

（ｱ）利用者視点に立ったオンライン利用促進                         3.7 (  3.4)    

・電子政府の総合窓口（ｅ-Ｇｏｖ）に係るユーザビリティ向

上活動の推進、利用者のニーズを踏まえたｅ-Ｇｏｖのシス

テム改修等 

 

（ｲ）全体最適を目指した業務・システム最適化                      46.4 (  30.6)     

・政府情報システムの統合・集約化やデータ連携の基盤となる

政府共通プラットフォームを構築し、政府情報システムの経

費削減や各システム間における情報の利活用・共用を促進 

 

・業務改革としての業務・システム最適化の徹底を図り、行政

事務の簡素効率化・標準化等を強力かつ的確に推進するため

の業務・システム最適化の取組の見直し 

 

・総務省が担当する府省共通業務・システム（文書管理業務、

職員等利用者認証業務、共同利用システム基盤）の最適化の

実施 

 

・総務省が担当する府省共通業務・システム（政府調達手続に

おける電子契約、入札等システム）の開発等を推進 

 

（ｳ）電子自治体構築の促進 1.9(   1.7) 

・公的個人認証サービス等の利便性の向上・利用サービスの拡

大に向けた調査研究 

 

・自治体クラウドの広域的な連携運用等の推進 

 

・電子自治体オンライン利用促進指針に基づき地方公共団体の

オンライン利用を促進 

 

・情報セキュリティ対策のベストプラクティスの共有によるセキュリ

ティ対策の向上、地域の情報セキュリティ対策の担い手の育成

支援を推進 

 

・次期住民基本台帳カードの技術的検討 
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（ｴ）住民基本台帳ネットワークシステムに係るセキュリティ対策の推進    0.1( 0.1) 

   

・住民基本台帳ネットワークシステムについて、地方公共団体

担当者セキュリティ研修会や調査委員会の運営により、プラ

イバシー保護等に十分に配慮したセキュリティ対策を推進 

 
（ｵ）電磁的記録式投票の導入支援                                      0.4( 0.5)    

・電子投票システムの技術的条件への適合確認の実施等により、

電子投票の信頼性の向上を推進 

 

（ｶ）「国民電子私書箱（仮称）構想」の推進                            33.5 ( 0.0)    

・「国民電子私書箱（仮称）構想」の実現に向けたシステム構

築の支援 
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Ⅴ 経済基盤と安心な生活の環境整備 
 

(1)  国民生活を支える郵政行政の推進 6.0(4.4) 

（ｱ）郵政民営化の確実かつ円滑な実施  1.1(1.0) 

・民営化各社等に対する監督等を通じて、各社の経営の健全性、

公正かつ自由な競争を確保するとともに、郵便局ネットワーク

及びサービスの適正な水準を維持し、郵政民営化を確実かつ円

滑に実施 
 

（ｲ）郵便・信書便事業におけるユニバーサルサービス確保と競争環境整備 1.6(0.9) 
・郵便のユニバーサルサービスを確保しつつ、郵便・信書便分

野における競争環境を整備 
 
・国内外の郵便サービスの利用者の意見等を聴取し、利用環境

の整備を図ることを通じて、郵便事業における利用者利便を

向上 
 
・郵便のサービス水準や郵便局のネットワーク水準の維持との

関係を勘案しながら、郵便事業における環境対策を推進 
 

（ｳ）国際政策の推進  3.3(2.5) 

・万国郵便連合（UPU）への分担金支出等を通じた国際協調・

貢献を積極的に推進することにより、郵政分野の国際連携を

強化 
 
・多国間・二国間協議等を通じた新たな国際規則・国内制度の

整備等、戦略的な政策対応を推進 
 

(2)  受給者の生活を支える恩給の支給                 7,013（ 7,470)   

・恩給の適切な支給 

 

・受給者に対するサービスの向上 

 

(3)  公的統計の体系的な整備・提供          890.0( 302.1)  

・平成２２年国勢調査の実施等 

 

・「公的統計の整備に関する基本的な計画」に基づく諸施策の

着実な実施を通じ、国民生活の向上に役立つ統計の体系的か

つ効率的な整備・提供 

 

(4)  年金記録への信頼回復   －(  123.6) 

  ・年金記録確認第三者委員会による年金記録に係るあっせんの実施等 

 

注２ 
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Ⅵ その他の主要事項 
 

(1)  参議院議員通常選挙等関係経費              605.3(新 規) 

・平成２２年７月２５日の参議院議員の任期満了に伴う参議院

議員通常選挙及び明るい選挙の推進に必要な経費 

 

(2)  政党交付金                        319.4( 319.4) 

・「政党助成法」に基づき法人である政党に対して交付する政

党交付金 

 

(3)  基地交付金及び調整交付金           335.4( 325.4) 

・＜基地交付金＞ 

米軍が使用する施設並びに自衛隊が使用する飛行場、演習場

等が所在する市町村に対して交付する基地交付金 

 

    ・＜調整交付金＞ 

米軍の施設等が所在する市町村に対して、税財政上の影響を

考慮して交付する調整交付金 

 

(4)  国民投票制度準備等関係経費      26.4(  46.9) 

・平成２２年５月に施行される日本国憲法の改正手続に関する

法律に基づく国民投票の施行の準備に必要な経費 

 

 
（注１）電波利用料財源であるため、予算編成過程で検討。 

 

（注２）「年金記録に対する信頼の回復と新たな年金記録管理体制の確立について」（平成 19年 7月 5日政     

府・与党合意）に基づく対策に係る経費であるため、予算編成過程で検討。      



（参考１） 

―１８― 

 
 

平成２２年度 財政投融資関係 
 
 
 
 

（単位：億円） 
 
 財政投融資特別会計（投資勘定）（平成19年度までは産業投資特別会計）  
 
 ― 民間基盤技術研究促進事業 ― 

２２年度出資    ２１年度出資  
要  望  額   予  定  額 

２６        ２６ 
 



（参考２） 

－１９－ 

平成２２年度 総務省主要税制改正要望 
 

【テレコム関係】 

項目 要望内容 備考 

１ 国際競争力強化に資する

ＩＣＴ投資の促進 

情報基盤強化税制の拡充・延長 国  拡延 

２ ユビキタスネットワーク

の整備促進 

(1) 次世代ブロードバンド基盤整備促進税

制の拡充・延長 

 地  拡延 

(2) 電気通信システム信頼性高度化促進税

制の延長 

 地   延 

３ 放送事業の振興  ＡＭラジオ放送機能維持税制の創設  地 新 

 

【郵政事業関係】 

項目 要望内容 備考 

１ 郵政民営化の確実かつ円

滑な実施 

 

郵便貯金銀行及び郵便保険会社が郵便局

株式会社に業務委託する際に支払う手数料

に係る消費税の非課税措置の創設 

国地 新 

 

【自治関係】 

項目 要望内容 備考 

１ 地縁による団体（自治会・

町内会等）に係る非課税措置

の創設 

認可地縁団体が特例民法法人から残余財

産を取得する際、その取得に係る不動産取得

税及び自動車取得税の非課税措置の創設 

 地 新 

２ 市町村合併の支援 現行合併特例法上の地方税に関する特例

を、平成２２年度以降の新たな合併に係る特

例法においても引き続き措置 

 地   延 

３ 新たな過疎対策の推進 過疎地域における事業用設備等に係る特

別償却の対象事業の拡充及び延長 

国地  拡延 

４ 非居住者等の受け取る振

替地方債の利子に係る非課

税手続の簡素化及び非課税

対象者の拡充 

非居住者、外国法人が受け取る地方債の利

子のうち、「社債、株式等の振替に関する法

律」上の振替債に係るものについて、非課税

手続の簡素化及び非課税対象者の拡充  

国  拡 

５ 非居住者等の受け取る振

替地方公共団体金融機構債

券等の利子に係る非課税制

度の創設 

非居住者、外国法人が受け取る地方公共団

体金融機構が発行する債券の利子のうち、

「社債、株式等の振替に関する法律」上の振

替債に係るものについて非課税 

国  拡 

（備考欄の表示） 国：国税、地：地方税 

 新：新設要望、拡：拡充要望、延：延長要望 



 

 

 

事務事業の見直し等に係る平成２２年度概算要求への反映状況 

 

 

 事務事業の見直しの実施等により、約５７億円の削減額（対平

成 21年度予算額比）を平成２２年度概算要求に反映した。その反

映状況は、以下のとおり。 

 

【事務事業の見直しによる主な廃止事項】 

・経路ハイジャックの検知・回復・予防に関する  ▲１億５７百万円 

研究開発                   

・公的個人認証サービスに関する調査研究等事業    ▲８０百万円 

・通信・放送融合サービスの基盤となる電気通信    ▲４３百万円 

システム開発の総合的支援              

・電子自治体のオンライン化推進及びオンライン    ▲３０百万円 

 利用促進にかかる調査研究              

・防災知識啓発委託に要する経費           ▲２３百万円 

 

【事務事業の見直しによる主な改善事項】 

・地域情報通信基盤整備推進交付金の交付対象  ▲２８億７２百万円 

の見直し                    

・国の統計調査事務に従事する地方公共団体の   ▲２億５７百万円 

 職員に必要な経費の見直し             

・戦略的情報通信研究開発推進制度の見直し    ▲１億６２百万円 

・消費エネルギー抑制ホームネットワークの    ▲１億４５百万円 

研究開発                     

・行政相談制度推進費の見直し            ▲１２百万円 

・情報システム統一研修運営費の見直し        ▲ ７百万円 

 

 

参 考 



【予算額の適正化（ムダ・ゼロ）に向けた見直し】 

   ・委託調査費の縮減               ▲５億１２百万円 

・広報経費の縮減                ▲２億５２百万円 
（国勢調査関係経費及び国民投票制度関係経費を除く。） 

・公益法人向け支出の縮減              ▲６２百万円 

・タクシー代の縮減                 ▲１５百万円 

 

※１ 委託調査費及び広報経費の縮減については、事務事業の見直しの縮減額と一部重

複している。 

※２ このほか、公用車使用基準の見直し、定期刊行物の購読基準の見直しを２１年度

から実施予定。 

※３ 計数については精査中であり、今後異動することがある。 
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